
 

 

有期労働契約(均衡待遇等)に関する参照条文 

 

○ 労働契約法（平成 19 年法律第 128 号）（抄） 

 

第３条   

２  労働契約は、労働者及び使用者が、就業の実態に応じて、均衡を考慮しつつ締結し、又は

変更すべきものとする。  

 

○ 短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律（平成 5年 6月 18 日法律第 76 号）（抄） 

 

第８条 事業主は、業務の内容及び当該業務に伴う責任の程度（以下「職務の内容」という。）が

当該事業所に雇用される通常の労働者と同一の短時間労働者（以下「職務内容同一短時間

労働者」という。）であって、当該事業主と期間の定めのない労働契約を締結しているもののう

ち、当該事業所における慣行その他の事情からみて、当該事業主との雇用関係が終了するま

での全期間において、その職務の内容及び配置が当該通常の労働者の職務の内容及び配

置の変更の範囲と同一の範囲で変更されると見込まれるもの（以下「通常の労働者と同視す

べき短時間労働者」という。）については、短時間労働者であることを理由として、賃金の決

定、教育訓練の実施、福利厚生施設の利用その他の待遇について、差別的取扱いをしてはな

らない。  

２ 前項の期間の定めのない労働契約には、反復して更新されることによって期間の定めのな

い労働契約と同視することが社会通念上相当と認められる期間の定めのある労働契約を含

むものとする。  

 

第９条 事業主は、通常の労働者との均衡を考慮しつつ、その雇用する短時間労働者（通常の

労働者と同視すべき短時間労働者を除く。次条第二項及び第十一条において同じ。）の職務

の内容、職務の成果、意欲、能力又は経験等を勘案し、その賃金（通勤手当、退職手当その

他の厚生労働省令で定めるものを除く。次項において同じ。）を決定するように努めるものとす

る。  

２ 事業主は、前項の規定にかかわらず、職務内容同一短時間労働者（通常の労働者と同視す

べき短時間労働者を除く。次条第一項において同じ。）であって、当該事業所における慣行そ

の他の事情からみて、当該事業主に雇用される期間のうちの少なくとも一定の期間において、

その職務の内容及び配置が当該通常の労働者の職務の内容及び配置の変更の範囲と同一

の範囲で変更されると見込まれるものについては、当該変更が行われる期間においては、通

常の労働者と同一の方法により賃金を決定するように努めるものとする。  

 

第 10 条 事業主は、通常の労働者に対して実施する教育訓練であって、当該通常の労働者が

従事する職務の遂行に必要な能力を付与するためのものについては、職務内容同一短時間

労働者が既に当該職務に必要な能力を有している場合その他の厚生労働省令で定める場合

を除き、職務内容同一短時間労働者に対しても、これを実施しなければならない。  

２ 事業主は、前項に定めるもののほか、通常の労働者との均衡を考慮しつつ、その雇用する

短時間労働者の職務の内容、職務の成果、意欲、能力及び経験等に応じ、当該短時間労働
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者に対して教育訓練を実施するように努めるものとする。  

 

第 11 条 事業主は、通常の労働者に対して利用の機会を与える福利厚生施設であって、健康

の保持又は業務の円滑な遂行に資するものとして厚生労働省令で定めるものについては、そ

の雇用する短時間労働者に対しても、利用の機会を与えるように配慮しなければならない。  

 

第 12 条 事業主は、通常の労働者への転換を推進するため、その雇用する短時間労働者につ

いて、次の各号のいずれかの措置を講じなければならない。  

一 通常の労働者の募集を行う場合において、当該募集に係る事業所に掲示すること等によ

り、その者が従事すべき業務の内容、賃金、労働時間その他の当該募集に係る事項を当該

事業所において雇用する短時間労働者に周知すること。  

二 通常の労働者の配置を新たに行う場合において、当該配置の希望を申し出る機会を当

該配置に係る事業所において雇用する短時間労働者に対して与えること。  

三 一定の資格を有する短時間労働者を対象とした通常の労働者への転換のための試験制

度を設けることその他の通常の労働者への転換を推進するための措置を講ずること。  

２ 国は、通常の労働者への転換を推進するため、前項各号に掲げる措置を講ずる事業主に対

する援助等必要な措置を講ずるように努めるものとする。  

 

第 13 条 事業主は、その雇用する短時間労働者から求めがあったときは、第六条から第十一

条まで及び前条第一項の規定により措置を講ずべきこととされている事項に関する決定をす

るに当たって考慮した事項について、当該短時間労働者に説明しなければならない。  

 

○ 事業主が講ずべき短時間労働者の雇用管理の改善等に関する措置等についての指針 

(平成 19 年 10 月 1 日)(厚生労働省告示第 326 号)（抄） 

 

第２ 事業主が講ずべき短時間労働者の雇用管理の改善等に関する措置等を講ずるに当たっ

ての基本的考え方 

三 短時間労働者の雇用管理の改善等に関する措置等を講ずるに際して、その雇用する通常

の労働者その他の労働者の労働条件を合理的な理由なく一方的に不利益に変更することは

法的に許されないこと、また、所定労働時間が通常の労働者と同一の有期契約労働者につい

ては、短時間労働者法第二条に規定する短時間労働者に該当しないが、短時間労働者法の

趣旨が考慮されるべきであることに留意すること。 


